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１，情報通信産業の市場構造の変化１，情報通信産業の市場構造の変化
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日本の広告費と国内総生産の推移日本の広告費と国内総生産の推移

世界的な世界的な
経済危機経済危機経済危機経済危機

発生発生

All copyrights reserved by MIC

・出典：電通「２００８年日本の広告費」より
・国内総生産は内閣府「国民経済計算年報」および「国民所得統計速報」による。いずれも暦年の資料。
・2007年に「日本の広告費」の推定範囲を2005年に遡及して改訂。
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放送メディアの市場規模及び営業収益の推移放送メディアの市場規模及び営業収益の推移

億円

38,21539,559
40,01140,278

41,031
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34,23833,962
35,034
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,

27,516
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All copyrights reserved by MIC

年度
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地上系一般放送事業者（テレビジョン放送）の営業収益地上系一般放送事業者（テレビジョン放送）の営業収益

営業損益の合計営業損益の合計億円 営業収益の合計営業収益の合計 億円 営業損益の合計営業損益の合計

13031303 13241324 13811381 13671367 13161316 13071307 12071207

72447244 73277327 75307530 74457445 74207420 73757375 70727072

15000

20000

25000
億円

573573 723723
829829

659659
347347

1500

2000

1181411814 1201512015 1261112611 1267212672 1282812828 1285912859 1226812268

26862686 27702770 28532853 28712871 28302830 27232723 24922492
13031303 13241324 13811381 13671367 13161316 13071307 12071207

5000

10000

15000

10351035 926926 947947 864864 868868

133133 131131 204204 170170 150150

5353

198198
178178 175175

166166 131131

114114

347347

177177

5555500

1000

1181411814 0 50 5

0

5000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
在京キ 局（ 局） 在阪準キ 局（ 局）

10351035 926926 947947 864864 868868
613613

348348
--3838

6262
5555

500

0

500

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

在京キー局（5局） 在阪準キー局（4局）

中京広域局(4局) ローカル局(114局)

年度年度 H14H14 H15H15 H16H16 H17H17 H18H18 H19H19 H20H20

-500 在京キー局（5局） 在阪準キー局（4局）

中京広域局(4局) ローカル局(114局)

キー局キー局
（５局）（５局）

営業収益 11,814(2,363) 12,015 (2,403) 12,611 (2,522) 12,672(2,534) 12,828(2,566) 12,859(2,572) 12,269(2,454)

営業損益 1,035 (207) 926 (185) 947 (189) 864(173) 868(174) 613(123) 343(69)

準キー局準キー局
（ 局）（ 局）

営業収益 2,686 (672) 2,770 (693) 2,853 (713) 2,871(718) 2,830(708) 2,723(681) 2,492(623)

（４局）（４局） 営業損益 133 (33) 131 (33) 204 (51) 170(43) 150(38) 53(13) -38(-9)

中京広域局中京広域局
（４局）（４局）

営業収益 1,303 (326) 1,324 (331) 1,381 (345) 1,367(342) 1,316(329) 1,307(327) 1,207(302)

営業損益 198 (50) 178(45) 175 (44) 166(42) 131(33) 114(29) 62(16)

単位：億円、（単位：億円、（ ）内は１社平均当たり）内は１社平均当たり ※ 出典：総務省報道発表等を元に作成

ローカル局ローカル局
（（114114局）局）

営業収益 7,244 (64) 7,327 (64) 7,530 (66) 7,445(65) 7,420(65) 7,375(65) 7,062(62)

営業損益 573 (5) 723 (6) 829 (7) 659(6) 347(3) 177(2) 55
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情報通信産業のレイヤー別市場規模情報通信産業のレイヤー別市場規模

○日本の情報通信市場を垂直的レイヤー構造で捉え、レイヤー毎に平成○日本の情報通信市場を垂直的レイヤー構造で捉え、レイヤー毎に平成1919年時点の市場規模を推計年時点の市場規模を推計

業務用 BtoC EC 5 10兆円映画・ビデオ制作・配給業 1 43兆円

○○コンテンツ・アプリケーションレイヤー（約コンテンツ・アプリケーションレイヤー（約3333兆円）が最大兆円）が最大となっている。となっている。

※橙色セクター部分は、平成１７年～１９年の年平均成長率が１０％超の分野

受注ソフトウェア開発 8.02兆円

情報処理サービス
0 92兆円

業務用
パッケージ
0.71兆円

その他 ソフト
ウェア

システムメンテナンス
兆円

BtoC EC 5.10兆円
モバイルコンテンツ

0.42兆円
モバイルコマース

0.72兆円
SNS/ブログ

映画・ビデオ制作・配給業 1.43兆円
新聞 2.26 兆円 、出版 2.03 兆円
ニュース供給 0.39兆円
情報提供サービス 2.57兆円
ゲームソフト 0.85兆円
イ タ ネ ト広告 兆円

電子マネー市場
0.65兆円

ISP
0.74兆円

0.92兆円

ECサイト運営
0.12兆円

統合セキュリ

データ
センター

ｵﾝﾗｲﾝ
決済
市場

ウェア
1.62兆円

5.09兆円 0.04兆円インターネット広告 0.46兆円

固定音声専用線等

電子認証市場
0.034兆円

ASP 
0.85兆円

統合セキュリ
ティサービス
0.009兆円

0.93
兆円

移動音声 放送市場

市場
0.18
兆円

移動ﾃﾞｰﾀ通信移動ﾃﾞｰﾀ通信固定ﾃﾞｰﾀ 通信固定ﾃﾞｰﾀ 通信

通信ケーブル
兆円

固定音声

3.81兆円

専用線等

0.63兆円

移動音声

6.03兆円 3.62兆円

電話機、
交換機等

携帯電話機、
無線通信装置等

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、
ビデオ機器2 71兆円

PC、光ディスク装置等
PC関連機器

3.81兆円3.81兆円1.89兆円1.89兆円

0.21兆円 交換機等
0.57兆円

無線通信装置等
2.95兆円

ビデオ機器2.71兆円
家庭用電気機器 2.30兆円

ステレオ、
オーディオ等

1 04兆円

PC関連機器
3.72兆円

磁気ﾃｰﾌﾟ・磁気
ﾃﾞｨｽｸ等
0 34兆円

プリンタ、

事務用機械等
1 67兆円

オーディオディス
ク・テープ等
0 14兆円

液晶デバイス 1.72兆円

電子部品 3.47兆円 半導体 4.62兆円

電池 0 77兆円

出典： 総務省「平成２１年版 情報通信白書」、総務省「ICTの進展が社会絵経済に及ぼす効果の計量分析」（平成２１年）より作成。

1.04兆円 0.34兆円 1.67兆円 0.14兆円電池 0.77兆円
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コンテンツのマルチユース化コンテンツのマルチユース化

• コンテンツ市場の拡大と共に、コンテンツのマルチユース化が進展。

コンテンツ 映画
ビデオ
ソフト

地上波
ﾃﾚﾋﾞ番組

衛星
ﾃﾚﾋﾞ番組

ゲーム
ソフト

音楽
ソフト

ラジオ
番組

新聞
記事

書籍･
ｺﾐｯｸ

WEB
情報

一次流通 マルチユース流通の例

メディア
劇場
上映

ﾋﾞﾃﾞｵ販売ﾋﾞﾃﾞｵ販売
ﾚﾝﾀﾙ

地上波
放送

衛星
放送

PC･ｹﾞｰﾑ
機向け

CD等
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

ラジオ
放送

新聞 雑誌・本
ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

4500

5000
衛星テレビ
ＣＡＴＶ
セルビデオ

4133 4030
4000

4500
携帯インターネット配信

PCインターネット配信

通信カラオケ14

音楽ソフトのマルチユース市場推移 地上放送番組のマルチユース市場推移（億円） （億円）

（兆円） メディア・ソフト市場の推移

2011
2978

3425

4154

3000

3500

4000

レンタルビデオ
PCインターネット配信
携帯インターネット配信

1953 1962

3323

3000

3500

4000 通信カラオケ

有線放送

レンタルCD

2.1 2.2 2.4 2.5 2.510

12
22.3％

19.5％

マルチユース比率

453

1310
1553

2011

2000

2500

3000

235

596
670

1661

1500

2000

2500

8 9 8 9 9 0 8 9

6

8

834 978 1281

362 453
453

500

1000

1500

878 878 728

341 502
472

235

500

1000

15008.7 8.9 8.9 9.0 8.9 

0

2

4
マルチユース市場

一次流通市場

All copyrights reserved by MIC

349 291 2470
2005 2006 2007

208 204 1980
2005 2006 2007

0
2003 2004 2005 2006 2007

出典：総務省 「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」より作成
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メディア別広告費の推移メディア別広告費の推移

20793
22000

億円

17553

19162

20079

19505 19121

20681

19351 19480

20436 20411 20181 19981

18000

20000

17553

14000

16000

衛星放送

ジ

11657

12379
12636

11787
11535

12474
12027

10707 10500 10559 103

12000

14000 ラジオ

雑誌

インターネット

新聞10500 10559 10377 9986
9462

8000

10000 テレビ

インターネットと

雑誌の広告費が逆転

3743 4073 4395 4258 4183 4369 4180 4051 4035 3970

4842 4777 4585

4826 6003

4000

6000
インターネットと

ラジオの広告費が逆転

158 174 196 216
266 471 425 419 436 487 544

603

2082 2181 2247 2153
2943

2071
1998 1837 1807 1795 1778 1744 1671

3743 3970

241 590 735 845 1183

1814
3777

0

2000

158 174 196
225 266 471 425 419 436 487 54416 60 1140

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

出典：株式会社電通 電通総研 『情報メディア白書 2009』
（注１）「インターネット」、「雑誌」の広告費については、２００５年度から広告費推定範囲が拡大されたため前年以前とは数値が不連続。
（注２）衛星放送は衛星放送、ＣＡＴＶ、文字放送等に投下された広告費。

年度
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70000

日本における広告費の推移（日本における広告費の推移（19991999年～年～20082008年）年）
億円

60000

19648
20539 20488

19816 19417
19561

26563 27361
26272

50000

販売促進

4183
4369 4180

4051 4035
3970

4842 4777 4078
40000

セールスプロモーション

雑誌

590 735 1814 3777 4826 6983
11535

12474 12027
10707 10500

10559
10377 9986 8276

4183 4051 4035

30000

雑誌

新聞

225
266 471 425 419

436 487 544
671

2043
2071 1998

1837 1807 1795 1778 1744 1549
241 590 735 845 1183 1814

20000
インターネット

ラジオ

広告・宣伝

19121 20793 20681 19351 19480 20436 20411 20161 1909210000 衛星放送関係

テレビ

All copyrights reserved by MIC

0
２０００年２０００年 ２００１年２００１年 ２００２年２００２年 ２００３年２００３年 ２００４年２００４年 ２００５年２００５年 ２００６年２００６年 ２００７年２００７年 ２００８年２００８年

※ 2007年に広告費の指定範囲が2005年に遡及して改訂されている。
※ 出典：（株）電通2009年1月23日報道発表、 （株）電通「2008年日本の広告費」等を元に作成 8



２，地域からの映像の発信２，地域からの映像の発信
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我が国のブロードバンド環境（情報通信基盤水準の国際比較）我が国のブロードバンド環境（情報通信基盤水準の国際比較）

○ オックスフォード大学等によるオックスフォード大学等による『『ブロードバンド品質スコアブロードバンド品質スコア』』（（20082008年年99月公表）月公表）

ブブ が プが プ日本は「ブロードバンド品質スコア」第１位。日本は「ブロードバンド品質スコア」第１位。加えて加えて日本だけが、唯一、「現在のアプリケーション日本だけが、唯一、「現在のアプリケーション(WEB(WEB

ページ閲覧、音楽ダウンロード等ページ閲覧、音楽ダウンロード等) ) 」と「次世代のアプリケーション」と「次世代のアプリケーション((遠隔医療、高精細遠隔医療、高精細IPTVIPTV、、家電自動家電自動

制御等制御等))」双方で品質基準値を超えている。」双方で品質基準値を超えている。

○ 国際電気通信連合国際電気通信連合(ITU)(ITU)によるによる『『デジタル利用機会指数デジタル利用機会指数』』（（20072007年評価結果）年評価結果）

利用機会・基盤・利用の３分類に基づく計利用機会・基盤・利用の３分類に基づく計1111指標で集計。指標で集計。181181か国・地域内でか国・地域内で日本は第２位日本は第２位

ブロ ドバンド品質スコアの国際比較ブロ ドバンド品質スコアの国際比較 デジタル利用機会の国際比較デジタル利用機会の国際比較ブロードバンド品質スコアの国際比較ブロードバンド品質スコアの国際比較 デジタル利用機会の国際比較デジタル利用機会の国際比較

・ブロードバンド品質スコア

日本１位日本１位

All copyrights reserved by MIC 出典：総務省『平成21年版 情報通信白書』より
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放送事業者におけるブロードバンド上のコンテンツ配信の取組放送事業者におけるブロードバンド上のコンテンツ配信の取組

NHKオンデマンド
フジテレビon 

第２日本テレビ TBS オンデマンド テレ朝動画 あにてれしあたーNHKオンデマンド
Demand

第２日本テレビ TBS オンデマンド テレ朝動画 あにてれしあた

提供
主体

日本放送協会
(ＮＨＫ)

フジテレビ 日本テレビ ＴＢＳ テレビ朝日 テレビ東京

開始
年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

開始
時期

2008年12月 2005年7月 2005年10月 2005年11月 2009年６月 2006年12月

受信
端末

パソコンor
テレビ（専用受信機）

パソコンor
テレビ（専用受信機）、

携帯電話
パソコン

パソコンor
テレビ（専用受信機）

パソコンor
携帯電話

パソコン

・NHK放送番組の一部を
視聴可能。配信番組は
ニュース・ドラマ・ドキュ
メンタリー・歌番組・教
養番組・趣味実用系

・フジテレビの地上波放
送やCS、BS放送にて
放送中の番組や過去
放送した番組を動画
配信

・オリジナルコンテン
ツや地上波番組連
動コンテンツ、なら
びに独自のニュー
ス映像などを配信。

・2009年4月、地上波でヒッ
トした連続ドラマ等を中心
に「TBSライブラリー番組」
を配信開始。

・価格は1話300円(7日間)

・地上波レギュラードラマ
を、放送終了直後から有
料配信

・BS朝日、CSテレ朝のス
ポーツ中継番組をノー

・自社放送アニメやＯＶ
Ａ(オリジナル・ビデオ・
アニメーション)を配信。

・１話105円～（複数話
単位の購入もあり）養番組 趣味実用系

番組など。

・料金は現在３体系
（NHK受信料と別立て）
①単品販売(1本105円

315円税込)ニ ス

配信

・提携配信事業者を介
して、パソコン、テレビ
で１話100円から購入
可。全話パック料金や
月額見放題プランも

ス映像などを配信。

・2008年10月に登録
不要の完全無料
サービスに移行。ク
ロスメディア広告展
開のプラットフォー

・価格は1話300円(7日間)
から全話セット1980(14日
間)など。提携配信事業者
を介してパソコンで視聴、
もしくは、専用受信機を介
してテレビで視聴すること

ポ ツ中継番組をノ
カット配信

・アーカイブは、2000～
2007年の特撮ヒーロー
番組8作品計395本など
400本超を配信

単位の購入もあり）。

・一部無料配信も実施。

※2009年1月から海外
のサイトであるクラン
チロール
（Crunchyroll）にて「Ｎ

サー
ビス
内容

～315円税込)ニュース
番組を除く、「見逃し
番組」と「特選ライブラ
リー」に適用。
②パック販売（本数や
内容で単品販売より

月額見放題プランも
存在。

・2008年11月に「いつで
もＴＶどこでもＴＶ」を開
始。地上波コンテンツ
を拡充し 月９ドラマ

開のプラットフォー
ムメディアとして広
告機能を強化。

してテレビで視聴すること
もできる。

・毎月3～5作品程度を追加
し、最終的にはドラマ以外
も含め、常時100作品(500
話～1000話)規模の配信

400本超を配信。

・単品105円・262円（7日
間視聴可能）や全話パッ
ク1575円(配信期間終了
まで視聴可能)など。

・PC向けはユーザー認証

（Crunchyroll）にて「Ｎ
ＡＲＵＴＯ」など、いくつ
かの番組をテレビ放
映１時間後から海外
向けに、広告なしで有
料配信内容で単品販売より

15％～25％程度割引）
シリーズ毎やジャンル
別等複数番組に適用。
③月間見放題（1470
円）

を拡充し、月９ドラマ
や人気バラエティ番組
などを配信。また、ダ
ウンロードサービスで
は一部のコンテンツを
視聴機関無制限で配

話 1000話)規模の配信
を予定している。

・PC向けはユーザー認証
と課金機能を搭載した
「Flash Video課金配信シ
ステム」を独自開発。

・NTTドコモ動画配信対応
携帯向けは 高画質で

料配信。

円）。 視聴機関無制限で配
信。

携帯向けは、高画質で
長時間の動画配信可能
な携帯アプリを導入。

出典：各社ホームページ等を参照に総務省作成11



（１）「ＩＰＴＶ」について（１）「ＩＰＴＶ」について

「ＩＰＴＶ「ＩＰＴＶ((インターネットプロトコルテレビジョンインターネットプロトコルテレビジョン))」の概要」の概要

① インターネットを用いて、ハイビジョンで製作された放送コンテンツを含め、高品質の映像コンテンツを

配信するサービスの総称。

② ＮＧＮサービス（通信事業者の中ではＮＴＴが平成２０年３月から開始。)において、最も期待される

アプリケ シ ンの つ また 放送コンテンツの「マルチユ ス」先としても 今後有力な媒体アプリケーションの一つ。また、放送コンテンツの「マルチユース」先としても、今後有力な媒体。

地上波放送地上波放送

サービス事業者サービス事業者

放送局放送局

ＩＰ再送信ＩＰ再送信

地上波放送地上波放送
ＩＰＴＶサービスＩＰＴＶサービス

サ ビス事業者サ ビス事業者

ＩＰマルチキャスト、ＶＯＤ、ダウンロードの有料放送ＩＰマルチキャスト、ＶＯＤ、ダウンロードの有料放送

ＩＰＴＶサービスＩＰＴＶサービスサービス事業者

① 平成18年10月、「市販のテレビ」に、「ＩＰＴＶサービスの受信機能」を「標準実装」することを目的と

して 「通信」「放送」「家電」の各事業者が共同で任意団体設立 「統 技術規格」を策定

（２）「ＩＰＴＶフォーラム」について（２）「ＩＰＴＶフォーラム」について 【参考】 主なサービス事業者 ： ひかりＴＶ（ＮＴＴぷらら）、 acTVila 等

して、「通信」「放送」「家電」の各事業者が共同で任意団体設立。「統一技術規格」を策定。

② 約１年半の作業を経て規格案策定の目処がつき、通信事業者、家電メーカー、放送事業者など15社によって

2008年5月「有限責任中間法人 ＩＰＴＶフォーラム」（理事長 村井純 慶応義塾大学教授）を設立

（平成２０年１２月 一般社団法人化）

All copyrights reserved by MIC

（平成２０年１２月、一般社団法人化）

平成平成2121年年1010月現在、会員数は正社員月現在、会員数は正社員5454社、協賛会員社、協賛会員2020社で社でIPTVIPTVサービスの発展に向け技術の標準化や広報サービスの発展に向け技術の標準化や広報

普及活動中普及活動中。欧米企業は、すでに複数の規格化団体を設立して活動中であるが、日本では本法人が初めて日本では本法人が初めて
12



国内国内IPTVIPTVサービス市場、サービス市場、20122012年に加入契約数年に加入契約数313313万・売上万・売上1,0851,085億円～億円～IDC IDC JapanJapan予測予測

我が国における我が国におけるIPTVIPTVサービスの展開予測サービスの展開予測

国内国内IPTVIPTVサ ビス市場、サ ビス市場、20122012年に加入契約数年に加入契約数313313万 売上万 売上1,0851,085億円億円 IDCIDC JapanJapan予測予測

○国内のＩＰTVサービス市場の 2007年の分析と2008年～2012年の市場予測を発表。これによると国内ＩＰTV
サービス市場規模は2012年に加入契約数313 万、エンドユーザ売上金額1,085億円に達すると予測されている。

出典： http://rbbtoday com/news/20081216/56550 html出典： http://rbbtoday.com/news/20081216/56550.html
及びIDC Japan株式会社プレスリリース

（参考）世界のブロードバンド回線数は4億2,900万、IPTV加入者は2,400万
世界約200の通信機器 コンピ タ ネ トワ ク サ ビスプロバイダ で構成するブロ ドバンド フ ラムは 6月16世界約200の通信機器、コンピュータ、ネットワーク、サービスプロバイダーで構成するブロードバンド・フォーラムは、6月16

日、2009年第1四半期の世界のブロードバンド普及状況を発表した。全世界では、2009年1月から3月の間にブロードバンド回線数
が1,660万増加し、4億2,900万となった。しかも増加の速度は以前よりも早くなっているという。今四半期の増加率が高い国として
は、インド（13.4％）、ウクライナ（15.2％）、エジプト（10.6％）が挙げられている。IPTVの加入者は全世界で2,400万に達し
た。主要な市場は、西欧（1,140万）や北米（440万）で、特に北米では前年比で94％増となっている。ブロードバンドの接続技術別
では、DSLが主流で約65％、ケーブルモデムは約21％、光ファイバーが約12％となっている。

今後、国内外でＩＰＴＶ市場が拡大し、今後、国内外でＩＰＴＶ市場が拡大し、世界的に急速な普及世界的に急速な普及が見込まれている。が見込まれている。
13



「デジタルサイネージ」の概要「デジタルサイネージ」の概要

「デジタルサイネージ」について「デジタルサイネージ」について

①屋外・店頭・公共空間・交通機関など、あらゆる場所で、ネットワークに接続したディスプレーなどの電子的な

表示機器 を使って情報を発信するシステム。

②ディスプレイの発展、デジタルネットワークや無線LANの普及とあいまって、施設の利用者・往来者に深く届く

デジタルサイネ ジ」に いてデジタルサイネ ジ」に いて

② 、 、

新しい広告/コンテンツ市場が形成される。

③テレビや新聞、不特定多数の人を対象にしたマスメディア広告とは異なり、設置場所によりセグメント化された

ターゲットに見てもらうことができ、広告としての効果が高くなると注目されている 。

２０１５年２０１５年

国内デジタルサイネージ市場規模予測国内デジタルサイネージ市場規模予測億円

12000

10000 ２０１５年、２０１５年、
１兆円突破！１兆円突破！

10000

8000

6000

4000000

2000

出典：「デジタルサイネージ市場の現状と今後の方向性」について 2009年 （株）シード・プランニング 調査より抜粋
14



○○ 北海道テレビ放送は局製作の放送番組「北海道アワー」（北海道の自然文化を紹介）を北海道テレビ放送は局製作の放送番組「北海道アワー」（北海道の自然文化を紹介）を

海外への地域情報発信事例海外への地域情報発信事例

○○ 北海道テレビ放送は局製作の放送番組「北海道アワ 」（北海道の自然文化を紹介）を北海道テレビ放送は局製作の放送番組「北海道アワ 」（北海道の自然文化を紹介）を

東アジア向けに放送東アジア向けに放送

○○ 「北海道アワー」の放送後、台湾からの観光客が増加し、観光産業へ大きく貢献。「北海道アワー」の放送後、台湾からの観光客が増加し、観光産業へ大きく貢献。

※※北海道アワー（「北海道アワー（「JETJET--TVTV」）：北海道を紹介する１時間の情報番組。」）：北海道を紹介する１時間の情報番組。19971997年から再放送も含めて延べ年から再放送も含めて延べ30003000時間近く放送。時間近く放送。

・ アジア地域を対象とした衛星放送事業者（ＪＥＴ－ＴＶ）の放送時間枠を確保し、北海道の自然等を伝える放送番組を提供。

・ 現在、台湾地区で週３時間程度、香港・シンガポール・マレーシア他で週１２時間程度放送中。

台湾からの来道者数

121,100

93,700

52,800

1999年度

1998年度

1997年度

人数

208,600

119,750

133,200

119,450

109,700

2004年度

2003年度

2002年度

2001年度

2000年度

「北海道風情畫」
276,800

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

2005年度

台湾からの来道者数

「北海道風情畫」
Hokkaido Hour

（北海道経済部観光入込客数調査）

☆数ある旅行先の中から北海道を選んだ理由 ☆北海道の観光情報の入手手段

１ 観光地として魅力的（25.3％）

２ 北海道旅行の評判が良い（18.5％）

３ 北海道の知名度が高い（15.7％）

１ 雑誌（22.2％）

２ テレビ（21.0％）

３ 旅行会社（19.2％）

All copyrights reserved by MIC

３ 北海道の知名度が高い（15.7％）

４ 飛行機の直行便があり便利（12.9％）

５ 治安が良い（7.7％）

３ 旅行会社（19.2％）

４ インターネット（15.5％）

５ 新聞（12.7％）

（平成17年度訪日外国人来道者満足度調査より（台湾））15



３，総務省のコンテンツ流通促進の政策３，総務省のコンテンツ流通促進の政策
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コンテンツ市場拡大に向けた総務省の政策コンテンツ市場拡大に向けた総務省の政策

１．製作力の強化

・番組製作者や放送事業者のコンテンツ製作力の

・取引適正化ガイドラインの策定
・良質なコンテンツの表彰、番組制作者の育成

（ＡＴＰ賞、AMD賞）番組製作者や放送事業者 ンテンツ製作力

再生・強化
・・地域コンテンツの海外展開に関する実証実験地域コンテンツの海外展開に関する実証実験

（平成（平成2222年度予算要求）年度予算要求）

２．新たな流通経路の開拓

・収益性の高いビジネスモデルの在り方の検討

・新たな流通プラットフォ ムの普及・展開

・・ＩＰＴＶを活用した再送信などの技術確立にＩＰＴＶを活用した再送信などの技術確立に
係る実証実験係る実証実験（平成（平成2222年度予算要求）年度予算要求）

・ＩＰＴＶサービスの広報普及促進
・マルチワンセグ放送の実証実験・新たな流通プラットフォームの普及・展開

３ コンテンツ流通の円滑化
・コンテンツ取引市場形成に関する実証実験
・デジタル・コンテンツの流通促進に関する

マルチワンセグ放送の実証実験
（ユビキタス特区）

３．コンテンツ流通の円滑化
・著作権処理の効率化を目的とした体制整備の支援
・不正流通対策による流通促進

デジタル コンテンツの流通促進に関する
調査研究

・放送コンテンツの権利処理一元化の促進に放送コンテンツの権利処理一元化の促進に
向けた実証実験向けた実証実験（平成（平成2222年度予算要求）年度予算要求）

・・コンテンツ不正流通に関する共同監視・通知コンテンツ不正流通に関する共同監視・通知

４．海外展開

・放送コンテンツの海外展開

コンテンツ不正流通に関する共同監視 通知コンテンツ不正流通に関する共同監視 通知
システムの検証システムの検証（平成（平成2222年度予算要求）年度予算要求）

・放送コンテンツの海外発信の推進
外国人向け映像国際放送の推進

・日本のソフトパワー発信
・外国人向け映像国際放送の推進

17



施策の概要施策の概要

地域コンテンツの海外展開に関する実証実験の概要地域コンテンツの海外展開に関する実証実験の概要

地域の放送局や番組製作会社等が地方公共団体と連携して各地の物産・観光資源等を紹介するコンテンツを製作することを
支援し、それらのコンテンツを海外の放送局等を介して継続的に世界へ発信する機会を創出することにより、地域コンテンツの
海外展開の取組を促進。

施策の効果施策の効果

（１） 地域の物産・観光資源等地域の魅力を紹介するコンテンツを継続的に製作・発信する機会とノウハウを創出し、

新たな流通経路を開拓することにより 経済情勢等の影響を受け疲弊している地域のコンテンツ製作力を再生・強化新たな流通経路を開拓することにより、経済情勢等の影響を受け疲弊している地域のコンテンツ製作力を再生・強化

（２） 各地域の物産・観光資源等の地域情報を映像コンテンツにより効果的かつ継続的に世界へ発信することにより、

観光客誘致、地域の物産販売を促進し、地域経済を活性化

地域で製作されたコンテンツを海外の放送局等を介して世界へ配信

地域における協力体制

地域コンテンツの地域コンテンツの
海外展開海外展開

海外の放送局
国際放送 等

地域コンテンツ
放送事業者

製作会社

地方公共団体

経済団体、観光関連等

各地域の番組製作会社と放送局
においてコンテンツ製作
地方公共団体等と連携して検討

海外展開海外展開

日本の各地域から世界へ日本の各地域から世界へ文化自然 食 産業

地域コンテンツ製作

国際放送 等
（映像コンテンツによる
海外への情報発信）

地方公共団体等と連携して検討 日本の各地域から世界日本の各地域から世界
情報発信する情報発信する
継続的な機会を創出継続的な機会を創出

観光コンテンツ
物産コンテンツ

【地域における製作力再生
・人材育成・製作環境の底上げ】
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IPTVIPTVを活用した再送信などの技術確立に係る実証実験の概要を活用した再送信などの技術確立に係る実証実験の概要

施策の概要施策の概要施策の概要施策の概要
（１） 条件不利地域でのIPTVによる地上波デジタル放送のＩＰ同時再送信の実施

（２）IPTVにおけるコンテンツ配信技術の確立による2次利用の推進

施策の効果施策の効果施策の効果施策の効果

（１） 地上波デジタル放送が直接受信できない条件不利地域等においても、ＩＰＴＶ技術を導入し、地上波デジタル放送の
ＩＰ同時再送信の実現に向けた環境整備。

（２） コンテンツ配信側の圧縮方式や番組情報・再生時間などのラベルデータ構造を共通化したコンテンツ配信技術の確立
し、標準化することにより、ＩＰＴＶによるコンテンツの２次利用（マルチユース）を促進する。

（１）全国あまねく高画質な地デジ放送高画質な地デジ放送を送信
するために必要な補完的措置として

を活

（２）コンテンツ配信側の圧縮方式や番組情報
・再生時間などのラベルデータ構造を
共通 た 信技術 確立共通 た 信技術 確立IPTVを活用 共通化したコンテンツ配信技術の確立共通化したコンテンツ配信技術の確立

＜平成20年度～22年の３カ年計画＞
地デジのＩＰ同時再送信のための技術実証を実施

IPTV技術を活用 番組製作会社ｺﾝﾃﾝﾂ

IPﾈｯﾄﾜｰｸ

Ａ社 ｻｰﾊﾞｰ

ＩＰＴＶ

Ｂ社 ｻｰﾊﾞｰ （現状）
各IPTV配信事業者毎の独自の

光ファイバを効率的に有効
活用できる技術を確立
して、地上デジタル放送
を配信

・・・ ・・・ （本施策）

Ｃ社 ｻｰﾊﾞｰ

各IPTV配信事業者毎の独自の
バラバラな基準に合わせて、
個別にコンテンツを再加工

・・・
・・・ ・・・
・・ ・・・２０１１年７月に２０１１年７月に

地上デジタル放送へ地上デジタル放送へ
円滑な完全移行円滑な完全移行

放送電波の
届かない地域

配信技術の共通化配信技術の共通化
による２次利用促進による２次利用促進

ﾏﾙﾁﾕｰｽ･ｺﾝﾃﾝﾂ

（本 策）
最適な圧縮方式や番組情報・
再生時間などのラベルデータ
構造を実証実験を通じて標準化。
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放送コンテンツの権利処理一元化の促進に向けた実証実験の概要放送コンテンツの権利処理一元化の促進に向けた実証実験の概要

施策の概要施策の概要施策の概要施策の概要

（１）実演家団体等の協力を得て、「権利処理窓口の一本化」と「権利処理作業の効率化」の効果、「不明権利者探索」の手法
を検証する実証実験。

（２）「一般社団法人映像コンテンツ権利処理機構」との連携の下で実施。（２） 般社団法人映像 ンテンツ権利処理機構」との連携の下で実施。

施策の効果施策の効果

（１）「権利処理窓口の一元化」：権利処理の受付窓口を一元化することにより二次利用者の権利処理の煩雑化を解消受付窓口を一元化することにより二次利用者の権利処理の煩雑化を解消煩煩

（２）「不明権利者窓口の一元化」：不明権利者探索業務の一元化を図り、二次利用の円滑化を実現不明権利者探索業務の一元化を図り、二次利用の円滑化を実現

→権利処理業務に関する時間とコストを大幅に削減し、インターネット等による放送コンテンツの二次利用促進インターネット等による放送コンテンツの二次利用促進を図る。
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コンテンツ不正流通に関する共同監視・通知システムの検証の概要コンテンツ不正流通に関する共同監視・通知システムの検証の概要

施策の概要施策の概要

（１）権利者等の許諾を得ずにＰ２Ｐファイル交換ソフト、動画投稿サイト等で流通（不正流通）する放送コンテンツを抑止する放送コンテンツを抑止する

ためのシステムを検討ためのシステムを検討する実証実験。

（２）放送事業者・通信事業者・権利者団体等からなるコンテンツの不正流通共同監視体制の在り方等の検証不正流通共同監視体制の在り方等の検証を実施。

施策の効果施策の効果

本実証実験 り 技術 体制 お 効果的な 流通対策が 能となり デジタ 保護を通じ本実証実験により、技術面・体制面において効果的な不正流通対策が可能となり、デジタルコンテンツの保護を通じて
著作権の保護に配慮したインターネット上でのコンテンツの活用が実現される。著作権の保護に配慮したインターネット上でのコンテンツの活用が実現される。

（１）不正流通の対策に係る技術の実証実験の実施（１）不正流通の対策に係る技術の実証実験の実施 （２）不正流通を共同監視する体制の在り方に関する検討の実施（２）不正流通を共同監視する体制の在り方に関する検討の実施

放送事業者 国

調査、モデルの検証調査、モデルの検証
不正流通の監視 探索の委託不正流通の監視 探索の委託

不正流通共同監視体制

（１）不正流通コンテンツの

① 実験用サーバ設置

調 、 検証調 、 検証
支援支援

不正流通の監視、探索の委託不正流通の監視、探索の委託

（ ）不 流通 ンテンツの
監視、発見、通知

（２）警告・削除要請依頼

②複数方式の間で検証すべき項目
ⅰ）監視するコンテンツの編集、

暗号化、耐性
ⅱ）マッチング結果の検証

All copyrights reserved by MIC

※P2P等サイトへの違法コンテンツ投稿者への削除要求及び警告を実施するための
システム等についての技術的要件の検討や複数の不正流通監視システムの有効
性に関する評価及び比較検証を実施。

Ｐ２Ｐファイル
交換ソフト

投稿サイト

21


